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母親の就労が家計生産に与える影響

小原美紀†・神谷祐介

　本研究は母親の市場労働が家計生産に与える影響について明らかにする．具体的には，家計生産の

中でも最も大きな時間を占める「調理」をとりあげ，母親の就労によって調理時間が減少する可能性

について再検討する．分析には，先行研究で使われてきた時間配分データではなく，家計の購入品目

データを用いる．購入品目から分かる調理時問（家計生産時間）を必要とする財の購入状況を見ること

で，家計内で生産される食事量（家計生産≒りを測定する．

　日本のScanner　panel　dataを用いて，母親や家計の観察される属性と観察されない属性を考慮しな

がら分析した結果，第．一に，母親の就労は家計生産量を減少させることが分かる．母親の就労により

家計内で手間のかかる調理が敬遠され，既製食品を市場から調達する量が増加するといえる．第二に，

母親の就労による家計生産抑制効果は生活水準の低い家計で大きいことが示される．第三に，上位階

級で家計生産抑制効果が見られにくいことは，家計で作られる健康的な財への選好がこの階級で強い

ことが理由であることが示される．下位階級では，とくに母親がパートタイム労働を行う場合に，家

計での調理品よりも健康に良くないとされる財を市場から購入する傾向が確認される．

JEL　CIassification　Codes：J13，　J22

1．はじめに

　女性の市場労働参加率は1970年代以降，大

幅に増加したといわれる，ところが，この間，

女性の家事労働時間は大きく減少していない．

家計生産を支える技術が向上していることを考

えれば，これは驚くべきことである．これまで

に先進国において多くの実証分析が行われ，賃

金の高い女性が市場労働供給を増やしながら，

機会費用が高いはずの家事労働時間，とくに母

親による育児や調理時間を抑制しない可能性が

指摘されてきた．本当に母親は市場労働時間を

増加させても家事労働時間を減少させないのだ

ろうか．

　母親の市場労働と家計生産の関係については，

家計生産時間を抑制する可能性だけでなく，家

計生産量を抑制する可能性を議論する際に，よ

り関心が集まる．教育による子どもの教育成果：

や，調理による子どもの健康状態といった家計

生産物が母親の市場労働によって阻害されるな

らば，政策的にも重要な分析課題となるからで

ある．低所得階層といった特定のグループで，

母親の市場労働により子どもの成長を促進する

家計生産が抑制されているのであれば，格差の

継承も問題になる．母親の市場労働は家計生産

物を減少させるのだろうか．

　市場労働と家事労働に関する実証分析は，個

人の「時間配分データ」を用いて行われること

が多い．時間配分データを用いれば市場労働時

間が家事労働時間を抑制する可能性を直接分析

することができる．しかしながら，時間配分デ

ータはしばしば測定誤差を持つことが問題にな

る．また，時間配分データを用いた分析から，

家事労働により最終的に作られる家計生産量に

与える影響を予測することは難しい．家事労働

時間の情報から，どのような家計生産が行われ

ているのかを判断するのは困難である．

　本論文では，時間配分データの代わりに，家

計の日々の「購入品目」の記録を用いる．日々

の購入財を見ることで，家計が手問のかかる調

理（家事労働時間）を行っているかや，家計内で

食事がどれほど作られているか（家計生産物）を

計測し，母親の市場労働が家計生産物に与える

影響を考察する．一般的には，市場で調達する
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食事よりも家計生産される食事の方が健康に良

いと考えられるので，家計の厚生を考える上で

調理を分析することは意義深い．

　家計生産物といえば食事ではなく，それによ

ってもたらされる家族の健康状態を見ることも

できる．しかしながら，家計生産物として健康

状態を取り上げても，それへの効果を正しく測

ることができない可能性が高い．健康がもたら

されるまでにはタイムラグがあるため結果の解

釈が難しいことに加え，そもそも客観的な健康

指標を世帯員について得ることが難しい．この

意味でも，購入品目から家計生産物を分析する

ことには価値がある．

　購入品目データを用いた分析の欠点は，誰が

家計生産を行っているのか分からないことであ

る．母親以外の者が家事労働を行っていれば，

個人の市場労働時間と家事労働時間の関係を分

析できない．しかしながら，かりに母親以外の

者が家事労働者であるとしても，家計全体で享

受する家計生産量が減少するかどうかを見るこ

とはできる．本論文では，母親以外の者が家事

を行っている可能性は残したまま，母親の市場

労働時間が家計内で調理される食事量（家計生

産物）を減少させるかどうかに注正して分析す

る．そして，分析の後に，母親が家事労働者で

ない可能性について補足する．

　本論文で用いる購入品目データは，各家庭で

スキャナーを使って把握される（scanner　data）．

Scanner　dataはマーケティングを目的として調

査されているため，通常，家族の属性に関する

情報は限定的であり，それの時系列変化を聞い

たものは珍しい．これに対して本論文で利用す

るデータは，各家計を3年間にわたり毎日追跡

したpanel　dataとなっている．よって，パネ

ル推定により家計や母親の観察できない属性を

コントロールした分析を行える．観察されない

属性の存在を無視してクロスセクション分析を

行えば内生性の問題が生じる．母親の就労が家

計生産に与える影響を分析する際に内生性の問

題をコントロールすることは重要である．観察

できない属性により市場労働参加を控えている

母親がより家事労働を行うとしても，それは市
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全労働により家事労働が抑制されたのではない．

　さらに，日本における計量分析を行うことも

貢献になる．これは，たんに［本における研究

成果が存在していないからだけでなく，母親の

市場労働の増加が家計生産に与える影響を分析

するのに，近年の日本の家計に注目するのが最

適だと考えられるからである．日本では，ほと

んどの場合母親が家事労働を行っている．とこ

ろが，長期的な不況の影響により出産後も女性

が就労する機会が増えてきた．女性に対する家

計生産への要請がある社会で，母親の就労機会

が著しく増えたときに家計生産がどう変化する

のかを見ることは興味深い．

　得られた分析結果をまとめると，第一に，母

親の就労は家計生産を減少させることが示され

る．第二に，この抑制効果は生活水準の低い家

計でより顕著であり，上位階級では必ずしも見

られない。第三に，さらなる分析により，上位

階級で働く母親は健康的な食事への選好が強い

ことが示される．彼女らは健康的な食事を摂取

するために市場労働時間が増えても家事時間を

減らさない．逆に，下位階級では，母親が市場

労働を行う家計ほど家計生産は少なく，健康を

害する食事を市場から購入する可能性がある．

　母親以外の者が家計生産を行う可能性の存在

が結果に与える影響は，本分析からは確認され

なかった．少なくとも今回の分析では，たとえ

母親以外の者が家計生産を行っているとしても，

母親の市場労働の増加が家計生産物を減少させ

るといえるだろう．

　つづく2節では先行研究をまとめ推定モデル

を説明する．3節では使用するデータを紹介し，

4節で結果を示す，5節で結果の含意を議論す

る．6節で全体をまとめる．

2．背景となる研究成果と推定モデル

　Ichino　and　De－Galdeano（2002）はヨーロッパ

諸国の時間配分データを用いて母親の就業によ

る家計生産時間の抑制効果の存在を検証し，複

数の国で抑制効果が極めて小さい可能性を指摘

している．これに対して，Kimmel　and　Conne1－

ly（2007）は，2003年と2004年のアメリカの時
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問配分データ（American　Time　Use　Survey：

ATUS）を用いて，高賃金で就労する母親は，

市場労働時間も家事労働時問も長いことを示し

ている．Guryan，　Hurst　and　Kearney（2008）は

2003年から2006年のATUSを用いて，学歴
の高い親は市場労働応問が長いが，同時に育児

時間が長いことを示している．Kalenkoski，

Ribar　and　Stratton（2009）は，母親は賃金が高

まっても育児時間を減少させないことを示して

いる．Gutierrez－Domenech（2010）は，スペイ

ンの時間配分データを用いて，雇用されている

親ほど子どものために費やす教育時間が長いこ

とを示している．

　本論文にもっとも関連のある先行研究として，

Ben－Shalom（2009）は2003年から2005年の

ATUSを用いて，母親の就労が調理時間を減

少させることを示している．さらにこの研究で

は，財の購入品目データを用いた分析も追加的

に行っており，母親が就労しているほど調理済

み食品の購入比率が高いことを示している．た

だし，使用している購入品目データはクロスセ

クションデータであり，内生性の存在が就労に

よる家計生産抑制効果を見せかけている可能性

が残されている．

　これらの先行研究を基にして，本論文では，

時間を要しない財，または時間を要する財の購

入の決定要因を分析する．時間を要しない（ま

たは要する）財の購入額の，比較対象とする財

の購入額に対する比率を｝り，，とする．これを

母親の市場労働の状況，母親の属性，家計の豊

かさと家計の消費ニーズに回帰する：

｝㌔＝xr差β＋Z4fム

ここでガは母親（家計）を表し，’は調査年

（2004，2005，2006年）を表す．誤差項は観察さ

れない母親もしくは家計の属性μとホワイト

ノイズ8からなる：絢＝μ汁飾として，固定効

果モデルと変量効果モデル（μξ～溜（0，σの）で

推定する．ここで，パネルデータを利用してμ

を捉えることは内生性の問題を老正するという

意味で重要である．たとえば，保守的な女性ほ

ど家事労働を行い，同時に市場労働を行わない
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場合，両者に負の関係が見られるが，これは市

場労働による家事労働抑制効果を示しているわ

けではない．保守的かどうかという観察し得な

い情報を確率変数または非確率変数としてコン

トロールすることで，脱落変数の問題を回避す

る．保守的かどうかのような例を考えれば，観

察されない母親の属性のうち時間に応じて変化

しない部分を取り除く固定効果モデルの推定が

重要である．同時に，母親のうち就業形態を変

化させる者は多くないので，サンプル期間中に

継続してフルタイムやパートタイム労働者，無

業者であった場合のそれぞれの就業形態が家計

生産に与える影響を変吊効果モデルで捉えるこ

とも重要であるD．

　｝う，には，時間を要しない財の購入比率と時

間を要する財の購入比率を取り上げる．Xゴ，に

は母親の就労を表す変数として，パートタイム

労働者であるかどうか，フルタイム労働者であ

るかどうかを取り入れる．比較対象は非就業の

母親である．もし母親の就労による家計生産時

間の抑制効果があるとすれば，フルタイム労働

者もしくはパートタイム労働者の2つのダミー

変数の係数は，時間を要しない財の購入比率の

推定では正，時間を要する財の購入比率の推定

では負となるはずである．

　また，消費支出で計測した家計の豊かさも説

明変数として取り入れ，豊かさが家計生産の状

況に差をもたらすかどうかを検証する．家計の

豊かさは，母親の就労時間が家計生産に与える

純粋な影響を取り出すために重要なコントロー

ル変数にもなる．母親が就労することで家計が

豊かになる可能性があるので，．豊かさをコント

ロールしなければ母親の就労変数が，家事生産

査問を減少させる影響と豊かさが家計生産を増

加させる影響の両方を捉えてしまう．ここで，

所得ではなく消費水準に基づいた家計の豊かさ

の指標を取り入れる理由は，母親の就労状況と

の相関が非常に高い家計所得の情報を説明変数

として同時に入れれば，推定値が不安定になる

ためである．また，家計厚生を表す水準として

所得よりも消費が望ましいことも理由である。

その他の説明変数については次節で述べる。
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図1．調査タイミング

2004年1～1211

熏w入（家計生産）

2005年1－121j

熏w入（家計生産）

2006年1～12月

熏w入（家計生産）

F 入　半
入　￥ 大　！

倉｝ 倉　1 倉
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2004年1月

母親就業状態

2005年1月

母親就業状態

2006年1月

母親就業状態

　全体のサンプルで分析した後に，2004年時

点の生活水準に基づき上位階層と下位階層に分

けられたグループ別に同様の分析を行う．これ

により，生活水準グループによって母親の就業

が家計生産に与える影響が異なる可能性を捉え

る．

3．データ

　使用するデータは（株）インテージによって収

集された『全国消費世帯パネル調査』である．

各家計が購入した財のバーコードをハンドスキ

ャナーによって読み取ることで購入日，購入場

所，購入品目の情報が送られ格納されていく．

　本論文では，このうち食品の購入品口に注目

する．1日毎のデータであるが，各財の年間購

入額として合計することで，耐久的な要素を持

つ品目の消費も捉えながら，平均的な購入性向

を考察する．なお，データ対象となる家計の成

人は，父親のみ，母親のみ，父親と母親，これ

らに加えて祖父母が同居しているケースなど一

般的に考えられる世帯が含まれている．分析サ

ンプルは18歳未満の子どもがいる家計に限定

する．

　まず，時間を要しない財の購入比率として，

カップ麺の購入額の麺類全体の購入額に対する

比率を計算する．また，時間を要する財の購入

比率として，小麦粉購入額の穀類全体の購入額

に対する比率を計算する2｝．

　つぎに，母親の就労形態として，非就業，パ

ートタイム労働，フルタイム労働を表すダミー

変数を作成する．通常，フルタイムとパートタ

イムの別では労働時間の差は捉えにくいが，こ

　　　　　　　　　のデータでは，労働時間に

　　　　　　　　　則した分類がなされている．

　　　　　　　　　フルタイム労働者は「1E規

　　　　　　　　　の職員・従業員」に加えて，

　　　　　　　　　「派遣・嘱託・契約社員の

　　　　　　　　　うち，勤め先の正規社員と

　　　　　　　　　同じ就業時間である者」と

　　　　　　　　　定義されている．これには

　　　　　　　　　個人事業主や経営者も含ま

　　　　　　　　　れる．パートタイム労働者

はそれ以外の労働者である．ただし，自営業の

家族従業員と農林漁業については無職に分類し

た．家計の豊かさの変数には，インテージ社が

家計の年間支出額と家族構成人数を考慮して分

類した4つの生活水準の定義1上」「中の上」

「中の下」「下」のうち，前者を．L位階層，後者

を下位階層として分類する．

　その他の説明変数としては，分析する財の相

対価格を入れる．r家計調査年報』が報告する

各財の支出額とその購入量のデータから，購入

量1単位あたりの平均金額を県別（県庁所在地

別）に求める．さらに，分析する財の比率を：求

める際に比較対象となる財（比率を求めるとき

の分母にあたる財で，インスタント麺の分析で

は麺類全体，小麦粉の分析では穀物全体）の価

格を県別に求める．先に求めた購入財の価格と

の比率をとり相対価格とする．

　また，全体の支出額が購入財比率に与える影

響の非線形性を考えて，比較対象となる財（比

率計算の分母にあたる財）の総支出額を入れる．

家計の消費ニーズは家計の人数や子どもの年齢

のダミー変数で捉える．母親の観察される属性

としては，学歴や年齢を加える．これらは母親

の賃金率や家計生産の生産性の高さを説明する

代理変数でもある．

　なお，調査時点は2004年，2005年，2006年

である．注目変数の調査タイミングをまとめる

と図1となる．各回初頭の母親の就業形態を所

与として，それがその後一年間にとられた家計

生産のために購入された財に与える影響を分析

する．階層グループ別の分析においては，消費

階層グループは大きく変化しないことを仮定し
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　　　表し記述統計

　全サンプル
（観測数；2．3673）

平均　　　標準偏差

　のヒ位階級
（観測数二8，819〕

’F均　　　標準偏差

　（iD一ド位階級
（観損1」数こ12，039）

平均　　　標津偏差

被説明変数：

（a）インスタント麺支出額／麺類支出額

（b）小麦粉支出額／穀類支出額

（c）炭酸飲料支出額／飲料支出額

説明変数：

母親の就労

　フルタイム労働者’ダミー

　パート労働者ダミー

　非就業ダミー

杢活水準

　「上」

　「下」

存1対侮潜

　インスタント麺／麺類

　小麦粉／穀類

麺類総支出額

穀類総支出額

飲料総支出新

世帯人員数

母親年齢

母上撒ず水準

　中卒

　高卒・専門学校卒

　短大卒以上

年少の子どもの年齢：6歳以下

　　　　　　　：7－12歳

　　　　　　　：13－18歳
電子レンジ所有ダミー

28，6035

4ユユ06

13、5260

0．1209

0，3988

0，4804

0．4228

0．5715

　0．6387

　0，1896

9434．644

39136．54

14373．020

　4．1870

　39．138

0．0312

0、6543

0．3145

0，1863

0，3427

02392

09940

20．9197

5．4188

15，7076

0．3260

0．4897

0，4996

0，4940

0，4940

　0ユ059

　0．0195

7747932

33531，69

15466．050

　〔〕，9011

　7，427

0．ユ738

0．4756

0．4643

0．3893

0，4746

0．4266

0．0769

28、4256

3、6453

12．8工84

0．1396

0．4395

0，4209

0．9658

α0341

　0，6488

　0．1885

10963，630

48116．76

17020．890

　4．2642

　41．850

0．0223

0，6290

0．3487

0．1447

0．3745

0．3621

0．9957

205380

4．8601

15．0282

0．3466

0．4964

0．4964

｛｝．1819

0．1816

28，9343

4．2557

13．9211

0．l145

0．3963

0．4892

0．057ユ

0．9424

20．9292

5．4905

15．8727

0．3185

0．4891

0．4999

02320

02329

　0．1093　　　　　　　0．6460　　　　　　　0ユ069

　0．0187　　　　　　　0．1901　　　　　　0，0197

8676，039　　　　　9022．136　　　　　7152．301

38064．98　　　　　35966．54　　　　　29995，01

18197．600　　　　13364．150　　　　13700．340

　0，9437　　　　　　　4．1664　　　　　　　0．8647

　7．098　　　　　　　38．070　　　　　　　　7ユ21

0．1478

0．4831

〔〕．4766

0．3518

0．4841

0．4806

0．0655

0．0360

0．6695

0．2945

0．2060

0．3519

0．1806

0．9928

0．1864

0，4704

0．4558

0，4044

0．4776

0．3847

0D847

て，2004年時点の消費支出額（と家計人数）に

応じて分類された階層ごとに同じ分析を行う．

　分析結果を示す前に，分析上重要となる変数

の統計について紹介しておきたい．上記で定義

された母親の就業形態を各年で見ると，2004

年初頭での無業者は49．3％，パートタイム労働

者は35．5％，フルタイム労働者は15，1％とな

っている．このうち，それぞれ11％，8．4％，

7．3％の者が2005年初頭までに就業形態を変更

している．2006年にもほぼ同じ割合の者が就

形態を変更している，すなわち，母親の就業は

決して固定的で変動しないわけではない．

　分析に使用するデータの記述統計を表1に示

す，母親の就業形態を上位階層と下位階層で比

較すると，上位階層で母親の無業が少なく，フ

ルタイム労働者が多い．これは2007年のr就

業構造基本調査』（総務省統計局）の集計値でも

観察されるもので，最上位階級（家計所得では

2000万円以上，夫の所得では1000万円以上）

を除いて，妻の就業率や正規労働者率は所得階

層が高くなるほど高まる．しかしながら，この

ことは，母親の労働時間が必ずしも．ヒ位階層で

長いことを意味しない．一般的にフルタイム労

働者よりもパートタイム労働者の方が労働時間

の分散が大きい（個人間の労働時間の差が大き

い）．たとえば，下位階層のパートタイム労働

者が上位階層のパートタイム労働者よりも長く

市場労働を行っている可能性がある．実際，

2006年の『社会生活基本調査』（総務省統計局）

によれば，夫婦と子どもからなる世帯において，

世帯所得が700万以上の世帯の妻の仕事時間は

仕事を持つ者での平均が431時間であり，300

万以上700万未満の世帯の妻の仕事時間の平均

値4．14時間よりも長い．ただし，300万円未満
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表2．家計生産時間を要しない（要する）財の支出額比率

　A．インスタント麺／麺類

　A－1　　　　　　　　　A－2

　係数　　　　　　　　係数

（標準誤差｝　　　　　〔標準誤差）

　　　B．小麦粉／穀物

　B－l　　　　　　　　　B－2

　係数　　　　　　　係数
（標準試差）　　　　　（標準誤差）

ベンチマークノ非麗．〕警’

フルタイムツ日動者

パートタイム労働者

ベンチマー．ク∴’下．．1

ライフクラス：上

相対価格

分母にあたる財の総購入額

家計人数

母親年齢

母親．年齢2乗

ベンチマーク’中卒

母親学歴＝高卒

：短．大卒以L

ベンチマーク’18歳以．．Z：

年少の了一のト齢：6歳以．ド

電子レンジ

：7－12毅

：13－18身鏡

3．93388・韓

〔0．53366）

284411掌鱒

（0．32417）

一〇．43418

（0，33863）

一3．41785榊・

（083192）

0．00023艸．

（0．00002）

一〇．71404，・亭

（0．2013・D

－020344

（0．23623）

（0．00082）寧

〔ODO278）

一5．03718摩串．

（1，！0699）

一8，82825．・・

（L14235）

0．75658申

（039010）

2，84503，．

（0．49523）

4．59588鱒◎

（0．61555｝

3，46897・寧

（1．84772）

0．71791

（LO2070｝

1．75090喧ゆ巾

（0．45663）

一〇．02589

　（0．56452）

一396050帥寧

　（0．95857）

　0．00022鱒8

　（0．00003）

一〇．06107

　〔0．55043）

　0．06949

　（0．48873）

一〔0．oO124）

　（0．00594）

〔｝．24515

（0．53415）

1．27275

〔076645）

1．75474

〔0．9693ユ〕

2，71630

〔2，86090）

一〔｝．41712。事事

〔0ユ4502）

一〇，32616幽帥

（0，〔．）8899）

一〇．09063

　（0．09235）

一1．50812

　（L66013〕

一〇．00004脚ウ

　（o．ooooo）

　0．28610．輯

　（0．05426）

　0．〔．）3496

　（0．06423）

一（0．00064）

　（0．0｛｝076）

025842

（0．29586）

j．89553事韓

（0．30536）

一〇．32926寧騨

（0．10807）

一〇、46645韓辱

（0．13596）

一〇．53265韓ゆ

（0，16848）

032456

（0，50895）

一〇．002・11

（0、22157）

一〇ユ8862廓

（0，11363）

一〇ユ2067

　（0．14187）

一3，06020

　（1．95588）

一〇．00003電・。

　（0．00000）

　0．05076

　（0．14251｝

　0．13883

　（0．12409）

一（0，00189、

　曳0．00145）

一〇．22228

（0，17254）

一〇，18012

（0，22051）

一〇．13988

（0．25798）

　0．44402

（0．57894）

Number　of　the　observ三1tions

Number〔〕f　the　mothers

Wald　chi2

Ftest　all　Lli＝O

Wu－HaUSman　test

RE

536．21鱒．

51．49鱒・

23673

9947

FE

7．65’躰

Rε

1063．2r轄

17，69事

23186

9986

FE

18．09・鱒

では，平均4，9時間と．最長である．無業，パー

トタイム労働，フルタイム労働者の識別により

3者の労働時閥の差は捉えられるが，パートタ

イム労働者内の労働時問の差は捉えられない．

これについては，5節で再度議論する．

4．分析結果

4．1母親の就労は家計生産を減少させるか？

　表2のA列に，カップ麺の麺類全体の購入

費に対する購入比率を被説明変数とした分析結

果を示す．A－1列は変量効果モデルの推定結

果を，A－2列は固定効果モデルの推定結果を

掲載している．A－1列を見ると，フルタイム

労働ダミーの係数は正であり1％の有意水準で

有意である．A－2列に示される固定効果モデ

ルの推定結果においても，パートタイム労働ダ

ミーの正の係数が1％の有意水準で有意となっ

ている．ハウスマン検定で変1｝｛：効果モデルの仮
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定が棄却されていることを考えると，少なくと

もパートタイム労働者は非就業の母親よりも家

計生産時間を要しないカップ麺の購入比率が高

いといえよう．

　B列において，穀物全体の購入額に対する小

麦粉の購入比率の推定結果を見ると，変量効果

モデル（B－1列）の推定結果において，フルタイ

ムおよびパートタイム労働ダミーの係数は負で，

1％の有意水準で有意となっている．固定効果

モデル（B－2列）においては，パートタイム労働

ダミーの負の係数が10％の有意水準で有意と

なっている．ハウスマン検定では変量効果モデ

ルの仮定が棄却されており，少なくとも非就業

の母親よりもパートタイム労働者として就労し

ている母親の方が小麦粉のように家計生産時間

を要する財を購入しないといえる．

　以上より，・母親の就労は財の購入比率から予

想される家計生産物を減少させると考えられる．

この結果は家計の豊かさや財の価格，家計人数

や子ども年齢に応じた消費ニーズ，母親の年齢

や学歴といった観察される属性に加えて，家計

や母親の観察されない属性をパネル分析により

取り除いた上で得られた結果である．家計の消

費性向や家計の属性，母親の属性などの影響を

取り除いたとしても，母親の就労は類似財に比

べて手間のかかる財の購入を控えさせる．すな

わち，母親の就労は市場から調達する食事に比

べて家計で生産される食事を減少させる．

　5％の有意水準で有意である他の係数に注目

すると，財の総購入額が高いほど，また18歳

未満の子どもがいるほど家計生産時間を要しな

い財の購入比率が高まり（18歳以下の子どもの

中では年齢が高いほど家計生産時間を要しない

財の支出比率が高く），家計人数が多いほどそ

の購入比率は低下する．これらは一・般的に予想

される符号と整合的である．さらに，母親の学

歴が低いほど家計生産時間を必要としない財の

購入比率が高い．母親の教育水準により，家計

生産物への選好度や家計生産時間を投入するこ

とによる限界効用の減少度が異なることが予想

される，なお，家計の豊かさを捉える上位階層

ダミーの係数は少なくとも5％の有意水準で有

研　　究

意でない。

　ここで，家計生産は母親以外が行っている可

能性もある．しかしながら，このことは得られ

た結果である「母親の市場労働による家計生産

抑制効果の存在」を否定しない．母親以外の者

が家計生産を行っていれば，母親が就労しても

家計生産量は減らないように見える（抑制効果

は過小評価される）はずである．母親の就労が

家計生産時間に与える負の影響が統計的に有意

であるという表2の結果は，母親の就労による

家計生産抑制効果が大きいことを示唆している．

母親以外の家事労働者の存在については5節で

再考察する．

4．2　母親の就労が家計生産を抑制する傾向は

　　生活水準面で異なるか？

　表2では，生活水準の差は家計生産に統計的

に有意な差をもたらしていなかった．しかしな

がら，家計の豊かさは母親の就労を通して家計

生産時間を減少させる可能性がある．

　表3は，この影響を見るために，生活水準別

に就労による家計生産の抑制効果を分析した結

果である．はじめに，パネルAでカップ麺の

購入比率を分析した結果を見ると，母親の就労

による家計生産抑制効果（カップ麺の購入比率

を高める効果）は，上位階級において，変量効

果モデルで1％の有意水準で有意な正の係数が

確認されるが，固定効果モデルでは10％の有

意水準でも有意となっていない．一方，下位階

級では，変量効果モデルと固定効果モデルのど

ちらにおいても1％または5％の有意水準で有

意な正の係数が確認される．また，推定値は下

位階級で大きくなっている．これらの結果より，

母親の就労による家計生産抑制効果は下位階級

で大きいといえる．

　パネルBは，小麦粉購入比率を分析した結

果である．母親の就労が家計生産時間を抑制す

る効果は，上位階級で，変量効果・固定効果の

両モデルにより，パートタイム労働ダミーの負

の係数として確認される．下位階級においては，

固定効果モデルでは統計的に有意な係数は確認

されないが，ハウスマン検定において仮定の妥
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生活水準

ω上 （2｝下

　係数

（檬準談蜘

　係数

醸準爵蓋）

　係数　　　　　係数
（標準誤差〉　　　（標準誤差）

供給すれば，この階

級で家計生塵物が大

きく減少してしまう

斑能性がある，

ベンチマーク」誰樹誕’

フルタイム労働者

パートタイム労働着

2，5226酢軸

（0819の

1．9340桝重

（o，5074》

一2．2759

u．4676）

○．7437

（〔｝．6339）

生畦｛狛。鱒ゆ

（07625｝

3．2565騨疎

（0．4561）

a1351鱒

q．4060）

2ま876孕鱒

ω．65融1）

nurnb¢r　of　t熱e　observations

録um騰r　of　m◎tbers

wald　ch12

Ftest　81董u｝＝＝O

Wu．Hausman　Test

R王ヨ

互60．62嚇

52，30ゆ牌

∩
フ
モ
三1
7

0σ。。

FE

5個桝

RE

34a8茎の韓

18．60

．L2039

4609

FE

3，98桝

パネルB，小麦粉／穀物

焦活承準

Φ上 （2）下

　係数
（標準誤差）

　係数
（標溝誤差）

　係数
（標準誤差）

　係数

（標準誤蜘

ベンヂマーク！誰藏業一

フルタイム労働者

パートタイム励磁春

一〇、1521

（0．205P

－o、2984騨

（0．128壌）

α0176

（α3243）

一〇．3379榊

（0．1673）

．一 Z．5423睡

（02127）

一Q3343騨．

（0．1272）

一〇．1392

〔σ3076）

一（Σ1472

（α1593）

nu㎜ber（，f　the　observations

number　of！nothers

wald　chi2

Ftest　all　ui＝翫O

Wu－Hausm裂n　T低

段ε

41431瞳壌

17．4r

8861

3483

FE

7．97帥’

RE

523．7遵騨・

12，ユ4

12082

4627

FE

440牌噂

当性が受容される変量効果モデルでは，フルタ

イムおよびパートタイム労働ダミーの係数が負

であり，それぞれ5％，1％の有意水準で有意

である．パネルBでも推定値は下位階層で大

きい．

　このように，母親の就労による家計生塵抑糊

効果は，生活水準の低い階級において大きいと

いえる．とくに上位階級のフルタイム労働につ

いては抑制効果が存在しない可能性略ある．こ

の結果は，たとえ母親以外の者が家計生産を行

っているとしても重要である、母親の就蛍によ

り，最終的に作られる家計生鷹が生活水準の低

い階級でより大きく抑制されてしまうと考えら

れるからである．下位階級で母親が市場労働を

4．3なぜ高生活水
　　準グループで，

　　母親の就労が

　　家計生産を抑

　　制させないの

　　か？

　下位階級で家計杢

産抑糊効果が大きい

のはなぜだろうか．

可能性の一つとして，

階級問で食に関する

意識の差が存在し，

それによって母親に

よる家計生産物に対

する選好が異なるこ

とがある．市場で購

入する食事は家庭で

作る食事より愚高カ

ロリーで高塩分とい

った健康に悪い財が

多いと言われる，健

康に対する意識が異

なれば家計生産物へ

め選好も異なり，家事労働投入量も変わるだろ

う．たとえば，上位階級で健康に悪いとされる

財への選静が弱い場合には，この階級で家計生

産物に対する選好が強まり，母親の就労が増加

して噛母親の家計生産物が減少しないかもしれ

ない．

　これを見るために，健康に良くないと考えら

れる財の購入比率を分析する．上位階級でこの

選好が強いという仮説が正しいのであれば，こ

の階級において母親が就労しても健康に良くな

いとされる財は購入されないはずである，

　ここでは，健康に良くない財の代表として炭

酸飲料の購入費に注目する．他の飲料（アルコ

ール飲料を除く）購入額に対する炭酸飲料購入
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　　　　　　表4．健康に良くない財の消費傾向

被説明変数：炭酸飲料購入額／飲耕購入額

済　　硯　　究

　係数
（標準誤差）

　係数
牒準誤差）

ベンチマーク！誰麗叢

フルダイム欝康応

パートタイム労働者

ベンチマークび罫ン

ライフクラス：．上

相対価絡

分母にあたる財の総購入額

家計人数

母親年齢

舞親年齢2粟

ベンチマー、ク」噴卒

爆親学歴＝高卒

：短大卒以ヒ

ベンチマーニク！18翻」を

年少の子の年齢：6歳以下

電子レンジ

：7－12歳

：13－18歳

一〇，50101

（0．40888）

α33723

（0．2499◎）

一〇．96373桝

　（α26116）

一9．30583琳

　（4，52982）

　0．OQOOO

（0．0（X）01＞

　0．58743零榊

（0．15224）

　0，玉0375

　〔Qユ8105）

一（0，00231）

（0．0〔12玉3》

一3，147（｝ξ勢崩

（083557）

一5．喚6691挿串

（0，86257＞

1．71218聯罫

（0．3〔｝393）

2，01464寧騨

（○．38230）

1．23748榊噴

（Q．47436）

0．U255

（L42698）

一17189伊富

（G，73937）

一〇，OO696

（034718）

9－ O．88475林

（ぴ39438）

一2194688索

（13．00224）

一〇，00008＊帥

（α（㎜1）

一〇，32024

（α3894ア）

　1．07138’

（0，38723）

一（0ρ1430）軸

（o．oo466）

Q．66065嘩

（0．39770）

0、44649

（O．58868）

一Q．37喚24

（0サ71787）

L45003

（L74707）

Nu猟ber　of　the　obsεrvations

Number　of　the　mQthers

Wald　chi2

F乞est　aLl　ui嵩◎

Wu．Hausman　test

R狂

206，79料単

39．68騨掌

23601

9922

F旦

6．73榊

比率が，上位階級で母：親の労働状況によりどう

異なるかを考察する．健康に悪いとされる食材

のうち炭酸飲料に注目する理由は，他の飲料と

炭酸飲料の間の選択が家計生塵時間の選択とほ

ぼ関係がないと考えられるからである．健康に

悪い財は多数存在するが，健康に悪くて家計生

産時間を要しない財の消費額を分析しても，そ

の財への選好が健康に悪い財への選好の高さを

示すのか，生塵時間を要しない財への選好の高

たものである。

されており，鰹鳥に良い財ほど価格が高い影響

も取り除かれている．すなわち，母親の就労の

係数は，家計の豊かさや財の価格は一定とした

下で，母親の就労状況により異なる購入傾向を

捉えている．炭酸飲料が健康に悪いとされる財

の代表であるとすれば，上位階級では母親がフ

ルタイム就労をするほど健康を阻害する財は選

好されず，下位階級では母親がパートタイム就

さを諭すのかを識別できない．母親の

市場覚働と健康選好との真の関係が見

えなくなってしまう．

　衰4は，飲料購入額に対する炭酸飲

料購入額の比率を，これまでと同じ説

明変数に回帰した推定結果である．ハ

ウスマン検定により支持される固定効

果モデルの分析結果を見ると，フルタ

イム労働者ほど炭酸飲料購入比率が低

いことが分かる．同時に，生活水準が

高いほど炭酸飲料購入比率が低い．

　これだけでは階級内で母親の市場労

働の状況が与える影響の差は分からな

い。表5で階級脚こ母親の就労の影響

を考察すると，上位階級でばどのモデ

ルの特定化においても，母親の就劣の

係数は負であり，とくに，フルタイム

労働ダミーの係数は固定効果モデルに

おいて5％の有意水準で有意となって

いる．一方，下位階級ではフルタイム

労働ダミーの係数は負であるが，パー

トタイム労働ダミーの係数は正である．

とくに，パートタイム労働ダミーの正

の係数は変：量効果モデルにおいて，

10％の水準で有意となっている．上

位階級では母親がフルタイム労働者と

して就労するほど炭酸飲料購入比率が

低く，下位階級ではパートタイム劣働

者として就労するほど高い可能性があ

る．

　この結：果は家計の消費水準計にグル

ープ分けされ，説明変数として財の総

購入額をコントロールした上で得られ

　　　また，相対価格もロントロール



　　　　　　　　　　　　　　母親の就労が家計生産に与える影響

　　　　　　　表5．健康に良くない財への消費性向：生活水準別分析

被説明変数：炭酸飲料／飲料
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生活水準

（1）．L （2）下

　係数　　　　　　係数
（お、、隼。自差）　　　　　（標で隼言呉差）

　係数
（標準誤差）

非
者
，
・
働

ク
労
［
ム
マ
イ

チ
タ
ン
レ
ベ
フ

パートタイム労働者

一〇，8699

（0．6212）

一〇．3690

（0．3923）

一2．7064喰串

（1．1168）

一〇，2538

（0．5584）

一〇．5335

（0，5937）

0．6516巾

（03503）

number　of　the　observations

number　of　mothers

wald　chi2

Ftest　all　ui＝O

Wu－Hausman　Test

RE

67．25脚率

21，67零率

8805

3465

FE

4．21疇紳

RE

1工321牌申

22．03榊

12007

4604

労をする家計ほど健康を阻害する財を好むとい

えそうである．

　フルタイム就労をする母親は上位階級に多く，

パートタイム就粥をする母親は下位階級に多い

ので，得られた結果は母親の就労と家計生産の

抑制効果に関して重要なインプリケーションを

持っている．上位階級では，母親が就労する家

計ほど健康に良い財が選ばれ，フルタイムで働

く場合にも，余暇時間を減少させて家計生産時

間を投入することで，健康に良い財を家計内で

作り出す可能性が指摘される．

　一方，下位階級で母親がパートタイム就労を

行う家計では，健康に悪いとしても市場での既

製品が消費される．下位階級では母親が働かな

ければならない状況にあるかもしれない．母親

が好むと好まざるとにかかわらず，そのような

家計での家計生産は減少し，健康に良くない財

の摂取が高まる可能性がある．

5．結果のディスカッションと政策的インプリ

　ケーション

　以⊥の結果において，母親自身が家計生産を

行っているならば，母親の就労が家計生産を抑

制する効果は，彼女自身の家事労働時間の抑制

効果としても解釈ができる．逆に，第二の家事

労働者が存在しているならば家事労働時間を抑

制するとはいえない．第二の家事労働者の存在

　　　　　は，本論文が注目し

　　　　　ている母親の就労と

　　　　　家計生産物の関係の

　　　　　結論には影響しない
　係数
（禅轍差）　が，女性の市場労働

　　　　　時間と家事労働時二

一〇・7856　　を議論する際には重
（1，0355）

　　　　　要な点であろう．ま
　0．2374

（0，4627）　　た，上位階級で母親

　FE　　　の就労が家計生産を

　　　　　抑制する効果が見ら

　　　　　れない理由を考える

　296榊　　際にも重要となる．

　　　　　かりに，上位階級ほ

　　　　　ど母親が市場労働を

増加させる際に第二の家事労働者の時間援助を

受けられるとすれば，上位階級において母親の

就労が家計生産を抑制する効果は見えにくくな

るためである．

　日本では，父親が家事労働を行う時間は極端

に少ない（r社会生活基本調査』によれば，既婚

男性の平日の家事労働時間は全国平均で10分

程度である）．よって母親の家事労働を代替す

る者として考えられるのは祖母の存在である．

　残念ながら，今回使用したデータには，家計

生産を行っている者に関する情報が含まれてい

ない．代替的な分析として，家計の中に3人以

．しの大人がいると考えられる家計や，平日の食

費購入日数が多い家計を取り除いた上で，表2，

3の分析を行い，祖母がいないような家計に限

定すると母親の就労が家計生産を抑制する効果

が大きくなるかを確かめた．

　分析の結果，祖母が家事を行っていると考え

られる家計を取り除いても，これまで見られた

母親の就労による家計生産抑制効果は決して大

きくならなかった．本論文で用いたデータで見

る限り，第二の家事労働者の存在は結果を左右

しないと考えられる．第二の家事労働者の存在

を，上位階級で抑制効果が弱まる主因として考

えるのは難しいといえよう．

　また，我々の使用データでは分析ができない

重要な点に外食の存在がある．上位階級ではカ
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ップ麺といった家計生産時間が少なくて済む財

の購入比率は高くないものの，外食という家計

生産時間がゼロの財サービスの購入を行ってい

る可能性がある．そこで，2004年のr家計調

査年報』（総務省統計局）において，！8階級に分

けられた所得階級別に，外食費以外の食費に対

する外食費比率と調理済み食品購入額比率の関

係をみたところ，正の相関が示される（相関係

数は0．6005）．本論文で示した調理済み食品に

関する分析結果のインプリケーションは，外食

傾向にもあてはまると考えられ，外食費を捉え

ていないことが上位階級での抑制効果を見えに

くくしている可能性も考えにくい．

　母親の就労が家計生産を抑制する効果が上位

階級で見られない別の可能性として，本論文の

分析で捉えた母親の就労変数が就労時間ではな

いことが挙げられる．3節のデータで説明した

通り，分析で扱っている母親の労働は，パート

タイム労働者，フルタイム労働者，非就業の3

カテゴリーである．ダミー変数により3三間の

労働時間の差は捉えられているが，パートタイ

ム労働者，フルタイム労働者それぞれのグルー

プ内の労働時問の差は捉えられていない．たと

えば，上位階級のパートタイム労働者に比べて，

下位階級のパートタイム労働者の労働時間は長

い可能性がある．この場合市場労働による家計

生産抑制効果は，下位階級で強く表れてしまう．

労働時間を捉えた効果については，今後の分析

課題としたい．

　最後に，分析結果から導出される政策的イン

プリケーションについて考察する．分析により，

母親の就労による家計生産抑制効果が，生活水

準の低い家計で大きいことが分かった．この結

果は，家計の豊かさや財の価格をはじめ母親の

観察される属性および観察されない属性をコン

トロールしたもとで得られていた．

　このことは3つの重要な政策的インプリケー

ションを持つ．第一に，下位階級の母親のパー

トタイム就労による最も大きな被害者は，家計

生産の減少と健康に良くない財の摂取を通じて

健康が阻害される可能性のある下位階級の子ど

もたちである．他の先進諸国での計量分析で予

研　　究

らかにされているように，幼少期の健康状態は

その後の成長を阻害し将来の生産性を低下させ

てしまう可能性がある3）．本論文では最終的な

健康状態に与える影響を分析していないが，政

策を議論するためにも，この点について分析が

蓄積される必要があるだろう．

　第二に，生活水準の低い家計で母親が働けば

家計生産が減少するという結果は，必ずしも家

計に所得援助をすることで母親が働かなくても

よいようにするという政策を支持しない．本論

文の分析で見たように，下位階層で母親がパー

トタイム就労をする家計では，健康に良くない

財が消費される傾向にあった．所得援助をすれ

ば，健康に良いとされない財の購入が促進され

るだけかもしれない．

　第三に，健康的な財への選好が家計生産量を

支えているとしても，健康的な財の摂取のため

に家計生産の必要性を説くことには注意が必要

である．家計生産時間から得られる不効用が大

きければ，家計生産を強要する社会は家計の厚

生を低下させる．下位階級の子どもの健康と生

産性の向上のために家計生産が必要であるなら

ば，給食費の全額無料化など子どもの生活を直

接支える消費補助が必要なのではないだろうか．

6．おわりに

　本論文では，家計生産の最も大きな部分であ

る「調理」が母親の就労によって減少する可能

性について議論してきた．先行研究で広く使わ

れてきた時間配分データではなく，家計の購入

財の品目データを分析することで，家計内で作

られる食事の量（家計生産量）の決定要因を分析

した．

　日本のScanner　panel　dataを用いて，母親や

家計の観察される属性と観察されない属性を考

慮しながら分析した結果，第一に，母親の就労

は家計生産を減少させることが分かった．母親

本人の家計生産時間ではない可能性については

さらなる分析が必要であるが，少なくとも母親

の就労により手間のかかる調理が敬遠され，市

場で調達される食事と比較して，家庭内で作ら

れる食事の量が少なくなるといえた．第二に，
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生活水準の高い家計では，母親の就労による家

計生産抑制効果は弱く，生活水準の低い家計で

は，抑制効果が大きいことが示された．第三に，

．E位階級で家計生産抑制効果が弱いことは，こ

の階級で健康的な財への選好が強く，母親が市

場労働時間を増加させても家計生産を減少させ

ない可能性があることが指摘された．逆に，下

位階級の母親がパートタイム労働者である家計

では健康に悪いとされる財への選好が強く，家

計生産が促進されない可能性があった．

　本論文で分析できなかった重要な点として，

ファーストフードの購入行動がある．低所得階

層ほど安価なファーストフードを利用する可能

性があることは，北米などの一般メディアでも

しばしば指摘されている．ファーストフードの

摂取は健康という最終的な家計厚生を左右する

かもしれない．子どもの健康状態に与える長期

的な影響も含め今後の分析が必要であろう．

　　（大阪大学大学院国際公共政策研究科・独立行
　政法人国際協力機構）

　　注
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　1）パネル分析でも残される母親の就労が内生変数

となる可能性の考慮として，操作変数法による分析も

試みた．しかしながら，母親の就労を説明しながら購

入財比率の推定式の誤差項と相関しない操作変数を見

つけることができなかった．使用したのは居住地域の

経済環境や失業率，有効求人倍率といった労働環境，

夫の就労状況などである．さらなる分析の可能性につ

いては今後の課題としたい．

　2）分母にあたる財を何にするか（何に対する購入

比率を計算するか）については，さまざまな定義を試
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みた．また，カップ麺や小麦粉以外にも調味料の購入

比率やパックライスの購入比率なども分析した．しか

しながら，4節で示す結果のインプリケーションは人

きく変わらない，なお，購入財の了得の多さや，カロ

リーおよび栄養素計算に基づく健康によい食材の購入

の分析は今後の課題として残されている．

　3）　幼少期の養育環境や健康状態と成長後の生産性

については，経済学の分野でも数多くの研究がなされ

ている．Currie　and　Madrian（1999），Grossman（2006），

Currie（2009），Almond　and　Currie〔2011）などが研究を

展望している，

参考文献

Aguiar，　Mark　and　Erik　Hurst（2007）｝LLife℃vde

　Prices　and　Production．”』し〃’7ガ‘・αノ1　E‘Y〃1θ〃11〔・五～ρ一

　zプρzθ，Voi．97，　No．5，　PP，1533－1559．

Almond，　Douglas　and　Janet　Currie（2011）”Iluman

　Capital　Development　Before　Age　Five∴〃αη4600々

　げ五θゐθ7Efo〃。ηz～ビs，　Orley　Ashenfelter　and　David

　Card　eds．，　Amsterdam：asevier　Science，　Volume　4，

　Part　2，　pp．1315－1486．

Aughinbaugh，　Alison　and　Maury　Gittleman（2003）

　“DQes　Money　MatteビAComparison　of　the　Effect　of

　Income　ol／Child　Development　in　the　United　States

　and　Great　Britain∴．ん〃〃zα～‘ゾHz‘〃～α〃1～ρ∫θ！r7cρ3，

　Vo1．3，　No．2，　pp．416－440，

Baurn，　Charles　L，（2003｝阯Does　Early　Maternal　Em－

　p｝oylnent　Harm　Child　Development？An　Analysis　of

　the　Potential　Benefits　of　Leave　Taking∴ノθzぴ〃α～qズ

　乙αδoγErθア10〃万ビ5，　Vol．21，　No．2，　pp．409－448．

Ben－Shalom，　Yonatan（2009）”Maternal　Empl〔｝yment

　and　Household　Food　Production：Irnplications　for

　Nutri之ion　alld　Obesity∴mimeo．

Cunha．　Flavio，　James　J．　Heckman，　Lance　Lochner　and

　Dirnitriy　V．　Masterov（2006）」’lnterpreting　the

　Evidence　on　Life　Cvcle　Skill　F〔）rmation．「’in撫〃び一

　∂oo々αプ〃2ρEfo刀。〃～〆ビ3げEゴz‘ビθ’1θ〃，　Erik　Hanushek

　and　F．　Welch　eds．．　North　Holland：Alnsterdaln，　pp．

　697－812．

Currie．　Janet（2009）“Health｝・，　Wea｝thy，　arld　Wise：

　Socioeconomic　Status，　Poor　Healthin　Childho（）d，　and

　Human　Capital　Development∴1θ～’η10～q〆Eビθ〃。〃zガビ

　五～’ργα’雄ρ．Vol．47，　No．1，　pp．87－122，

Currie，　Janet　and　Brigitte　C．　Madr1an　（1999｝’」Health．

　Health　Insurance　and　the　Labor　Market∴　in
　地1πノ∂θθ々‘ゾ五α6θγEfoπo〃’（胃，　Orley　Ashenfelter

　and　David　Card　eds．，　Amsterdam：Elsevier，　pp．

　3309－3416．

Grossman，　Michael（2006）昌」Education　and　Nonmar－

　ket　Outcomes∴in∬αノ～ゴ∂oθ々rガ’加E‘■θ”θ”1～f∫σ

　E〔／zで‘・α’1θ〃，Erik　Ilanushek　and　F、、Veich　eds．，

　Amsterdam：Elsevier　Science，　pp．577－633．

Guryan，　Jonathan，　Erik　Hurst　and　Melissa　Schettini

　Kearrley　〔2008γ5Parent副Education　and　Parental

　Time　With　ChiIdren∴NBE／ぞ賄痴〃g　Pαρ既NQ．

　13993．

Gutierrez－Domenech，　Maria（2〔〕10）L」Parental　Eln一



354 　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究

補表：Scanner　Panel　Data食費調査項目一覧と推定に利用した項目

品目名

米

米飯類
食　ン
菓∫・パン．・調理　ン．

シリア’レ類

袋インスタント麺
力．．，ブ．．fンスタント麺

牝麺

i麺・ゆで麺
スパゲ・アテで一

マカ・二類
小我粉
てん，　、粉

唐揚げ粉
ハノ粉
フ． ｵ．ミックス

將弱
味11曾

食埣

料珊酉
砂糖

低カロリー甘味料
シロ・．～フ．．ﾞ
蜂蜜

’一ス

ケチャ　、フ

マヨ宇・一ズ

ドレ，ソシング

香辛料
工．．セン．ス領

そ力他汎用凋味．料

規肉シ．ヤブシヤブのケレ
食酉／

ほ川、1

黒みりん
みり，≦風，、周味料

液体たし
風味，凋味料

削り節
煮トし．

つゆ㌧ど物料理の素
う＋二’・調味料

祥・r調味糾

春雨・．くず切り

下国サラダ
ニうや・、疋腐

サラゲ油・天幽ノ油
ゴマ汕

その他食用油

バター
マーガllン類

チー

ジ．1・ム・ママレ．一ド

そ）他スプレッド類
海苔
謁一りカ．・｝ナ

お茶榔ナの素
まぜニ．飯の素

その他葎わせ調味料

カレー

シチュー

パスタソース
シチ　　ーペース
メ；．．一、亨用料理の素

スー『ノ領

味噌汁・吸物類

調理用スープ
冷～」ノ即ボ、

冷凍農1｝r

冷1弾弓岬

その曲師凍食品
魚呉日毎諸
野戦1』。占

フ・レーツ山諸
畜肉註，．！1

その他1ド～

摺定に利川した項目

穀物全体

インスタ瀦（カップ魔：

麺類

小麦粉

品目名
和風食lill㌧

鮮風食品
L樋晦L喰品

苗肉ハム

詫肉ソーセージ
魚肉ハム

魚肉ソーセージ
焼豚

ベーフン

かまぽ二

寸くわ

はんぺん
揚げ物
その他練り製品
納）：

ヂ訊
イ1刊煮

もr4∫く・めかぶ
㌧ノ1腐類

チョコレ．一ト

キヤ；♪メノレ

キヤン．アイ

チ」．一インガム

ビスケ．卜＆クラ・カー
スづ一．．，ク

煎米・あられ
栄．養・・ランス食品

アイスクリーム
デサート類
育り二月1料｝ミノレク

ベビーフード
インス々ン．トクIl一ム

フレ・アシ諾クリーム

ホイ・リブmクリーム

スキムミノレク

練bミ’レク

牛乳

ヨーグルト
乳酸菌飲料
：ロ1乳

．インスタントコーヒー

レギ」ラーコーヒー
糸1：茶

ココア

二身飲料

U本茶
麦茶

中国茶

1〔Xドluジュース

果汁飲料

トマトジュース
野菜ジユース

コーラ

サ．イグー

炭酸飲料

コーヒードリンク
和：茶ドリンク

液体．茶

スポーツドリンク
機育旨督：ドリンク

栄養ドリンク
ミネラルウォータ類
乳酸飲料
その他飲料
ビー’L．

ウィスキー
ワイン

日本酒

焼酎

その他酒類

推定に利用した項目

飲み物令体

炭酸飲料
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